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明 細 書

発明の名称 ：

吸収体用の不織布シー ト、及び当該不織布シー トを含む吸収性物品

技術分野

[0001 ] 本開示は、吸収体用の不織布シ一 卜、及び当該不織布シ一 卜を含む吸収性

物品に関する。

背景技術

[0002] 吸収性物品、例えば、使い捨ておむつ、生理用ナプキン、パ ンテ ィ一ライ

ナ一等では、長年積み重ね られてきた技術開発により基本性能が向上 し、以

前 と比較 して、尿、経血等の排泄物 を吸収 した際に、漏れ等が生ずることが

少な くなつてきてお り、現在は、 さらなる高機能化の研究が続 けられている

[0003] 吸収性物品は、一般的に、液透過性の トップシ一 卜と、液不透過性のバ ッ

クシ一 卜と、上記液透過性の 卜ップシ一 卜及び液不透過性のバ ックシ一 卜の

間の吸収体か ら構成 され、吸収体、特 に、そのコアラップには、乾燥時及び

湿潤時の両方において、内部の高吸収性ポ リマー粒子を保持する機能、吸収

性物品に到達 した血液 を迅速に吸収体の広範囲に拡散 させることにより迅速

に吸収する機能等が求め られる。

[0004] 例 えば、特許文献 1 には、液体透過性の表面材、液体保持性の吸収体、及

び液体不透過性の防漏材を有する実質的に縦長の吸収性物品において、上記

吸収体は、拡散性吸収シー 卜及び該拡散性吸収シー トより裏面側 に位置する

吸収保持性シ一 卜を有 し、 （a ) 上記拡散性吸収シ一 卜は、親水度 （c o s

Θ ) が 0 . 5 ~ 1 で且つ長手方向のクレム吸水速度が 4 0 [ m m / 分 ] 以上

のシ一 卜か らな り、 また、 （b ) 上記吸収保持性シ一 卜は、毛管浸透圧 4 0

0 0 1 5 0 0 0 [ d y n / c m 2] の繊維集合体か らなるシ一 卜で、生理食

塩水の吸収量が 4 0 ~ 7 0 [ g / g ] で且つその吸収速度が 2 [ m I / O .

3 g ポ リマー 分 ] 以上の高吸収ポ リマーを、該繊維集合体に対 して 1 0 ~



1 0 0 重量％挟持する積層シー トからなることを特徴とする吸収性物品が記

載されている （請求項 1 ) 。

[0005] 特許文献 1 にはまた、上記拡散性吸収シー トが、親水性繊維からなる湿式

不織布であること （請求項 2 ) 、そしてレ一ヨン繊維とパルプ繊維との混抄

紙からなり、該 レ一ョン繊維は3 デニ一ル未満の繊維で且つ該混抄紙中のそ

の混合率が 3 0 ~ 9 0 %であること （請求項 7 ) が記載されている。

[0006] また、特許文献 2 には、吸収性物品の拡散性を向上させるために、表面層

と、高吸収性ポリマ一を有する部分との間に拡散層を設けることができるこ

とが記載されている。特許文献 2 では、上記拡散層として、 J I S P 8

4 に規定される 「紙及び板紙のクレム法による吸水度試験方法」による

クレム吸水度が 1 0 分で 1 0 0 m m以上、特に 1 5 0 m m以上の繊維集合体

(吸収紙等）が使用できることが記載されている。特許文献 2 にはまた、上

記拡散層として、表面親水化 した合成繊維 （レ一 ヨン繊維等）からなるか、

または表面親水化 した合成繊維 （レー ヨン繊維等）およびセル ロース系繊維

(パルプ繊維等）の両繊維からなり、坪量が 3 0 ~ 1 O O g / m2であり、か

つ J I S P 8 4 に規定される生理食塩水による 1 0 分後のクレム吸

水度が 1 0 0 m m以上である繊維集合体シ一 卜を用いることができることが

記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：特開平 4 _ 8 9 0 5 3 号

特許文献2 ：特開 2 0 0 4 _ 2 9 8 3 8 4 号

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しか し、特許文献 1 に記載の吸収体において、拡散性吸収シー トは、その

強度を保持するために、結合剤としてポリビニルアルコール等を用いて各繊

維を接着するか、又はスパンボン ド法により繊維同士を融着することにより



形成されているため、液拡散性が阻害される場合があつた。

また、特許文献 2 に記載の拡散層は、吸収 した体液等の拡散性を考慮 した

設計がなされているが、強度及び液透過性を考慮 した設計はなされていない

[0009] 例えば、吸収体のコアラップは、平面方向の拡散性だけではな く、厚さ方

向の液透過性に優れることにより、吸収 した体液を平面方向に迅速に拡散さ

せつつより内部にも迅速に移行させ、体液をより迅速に吸収体内部に閉 じ込

めることができると考えられる。また、例えば、コアラップが強度、より具

体的には湿潤強度に優れることにより、内部の高吸収ポ リマ一等を漏 らすこ

とな く保持することができると考えられる。

従 って、本発明は、強度、液透過性及び液拡散性に優れる、吸収体用の不

織布シ一 卜を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 本開示者 らは、上記課題を解決するために鋭意検討 した結果、叩解パルプ

( a ) と、再生セルロース （b ) とを、それぞれ、 2 0 ~ 4 0 質量部及び 1

0 7 0 質量部の比率において含む吸収体用の不織布シ一 卜であって、叩解

パルプ （a ) が、フィプリル化され、 1 . 0 ~ 5 . O m m の範囲の、重さカロ

重平均繊維長を有 し、そ して上記不織布シー トが、 5 0 ~ 2 8 0 m g / c m 3

の密度を有することを特徴 とする不織布シ一 卜により、上記課題を解決でき

ることを見出 した。

発明の効果

[001 1] 本開示の吸収体用の不織布シー トは、強度、液透過性及び液拡散性に優れ

る。

図面の簡単な説明

[001 2] [ 図 1] 図 1 は、例 4 における、不織布シー トの密度 と吸液高さとの関係を示す

図である。

発明を実施するための形態



[001 3] 本 開示の吸収体用の不織布 シー トについて、以下、詳細 に説明する。

本開示の吸収体用の不織布 シ一 卜 （以下、本開示の吸収体用の不織布 シ一

卜を、 「本開示の不織布 シー ト」、及び 「不織布 シ一 卜」 と称 する場合があ

る）は、 叩解パル プ （a ) と、再生セル ロース （b ) とを、 それぞれ、 2 0

~ 4 0 質量部及び 1 0 ~ 7 0 質量部 の比率 において含む。

[0014] 叩解パル プ （a ) は、 フィプ リル化 されてお り、本明細書 において、 「フ

ィプ リル化」 とは、繊維 の本体部分の表面か ら、サ ブミクロンサイズの繊維

径 を有 するマイクロファイバ一部分が部分的に剥離 し且つ繊維 の本体部分の

表面か ら延びていることを意味する。

[001 5] 叩解パル プ （a ) は、パル プを、遊離状 叩解又 は粘状 叩解 することによ り

形成 することがで きる。具体的には、 叩解パル プ （a ) は、例 えば、未叩解

のパル プを、 ミキサーにかけて水 中で強 く攪拌すること、未叩解 のパル プを

、パルパ一、デ ィスク リファイナ一、 ビータ一に通す こと等 によ り形成 する

ことがで きる。

なお、 叩解パル プ （a ) は、遊離状 叩解及び粘状 叩解 のいずれ においても

、繊維長 をあ ま り変化 させ ることな く、繊維 の表面 をフィプ リル化する、 す

なわち毛羽立たせ ることが好 ま しい。繊維長が短 くなると、本開示の吸収体

用の不織布 シ一 卜がぺ一パ一ライクになる （硬 くなる）傾 向があるか らであ

る。

[001 6] 叩解パル プ （a ) を特定するため には、 い くつかの手段 がある。 その うち

の 1 つの手段 と して、 叩解パル プ （a ) における、本体部分 と、 マイクロフ

アイバー部分 との、重 さ加重平均繊維長分布 （質量分布） を評価 することが

挙 げ られ る。 マイクロファイバ一部分の長 さ分布 は、上記本体部分の繊維長

の分布 に比べて短 い ところに表れ るので、 叩解パル プ （a ) 全体の繊維長の

分布 を調べ ることによ り、上記本体部分 と、 マイクロファイバ一部分 との重

さ加重平均繊維長分布 を知 ることがで きる。 また、 叩解パル プ （a ) を特定

する別の手段 と して、 叩解パル プ （a ) の叩解度 を評価 することが挙 げ られ

る。 フィプ リル化が進む、 すなわち叩解 が進むほ ど、 叩解度 の数値 が小 さ く



な る傾 向があ る。

[001 7] な お、上記重 さ加重平均繊維長分布 は、特 開 2 0 0 1 _ 2 8 8 6 5 8 号 明

細書 に記載 され る通 りに測定す る ことがで きる。 また、上記重 さ加重平均繊

維長分布 は、 メ ッッ ォオー トメーシ ョン社製 の カヤ ー ニ フ ァイバ 一 ラボ繊維

長測定器 を用 いて測定す る ことがで きる。

上記 叩解度 は、 「カナ ダ標準 ろ水度 」 と同義 であ り、 J I S P 8 1 2

1 : 1 9 9 5 、 パル プの ろ水度試験方法 の 「3 ( 1 ) カナ ダ標準 ろ水度試験

方法」 に従 って測定す る ことがで きる。

[001 8] 上 記 「3 ( 1 ) カナ ダ標準 ろ水度試験方法」の概 略的な手順 は、以下の通

りであ る。

( 1 ) ろ水筒 を支持台 の アーム に付 け、 下ふ た を閉 じ、上ふ たの空気 コ ッ

クを開 く。

( 2 ) メスシ リンダー を、側管 か らの排水 を受 け得 る位置 に置 く。

( 3 ) O O O m L メスシ リンダー に、試料 を正確 に 1 O O O m L 量 り採

る。

( 4 ) メス リシ ンダ一の内容物 を、静 か に ろ水筒 に流 し込 む。

( 5 ) 試料 を入れ終 わ ってか ら 5 秒後 に、空気 コ ックを開いて試料 を流下

させ る。

( 6 ) 側管 の排水 が止 まった ら、側管 か ら出た排水量 を読み取 る。

( 7 ) この排水量 を、補 正表 （付表 し ) によ って、標準濃度 0 . 3 0

。/ 。、標準温度 2 0 °C の値 に補 正 し、 これ をカナ ダ標準 ろ水度、 すなわち、 叩

解度 とす る。

[001 9] 叩解 パル プ （a ) は、 フ ィプ リル化 され、 そ して本体部分 と、 当該本体部

分 か ら延び るマイ クロフ ァイバ 一部分 とを有 し、全体 と して、 好 ま しくは約

1 . 0 〜約 5 . O m m の範 囲、 よ り好 ま しくは約 1 . 5 〜約 4 . 0 の範 囲、

そ して さ らに好 ま しくは、約 2 . 0 〜約 3 . 5 の範 囲の重 さ加重平均繊維長

を有 す る。上記加重平均繊維長 が約 1 . O m m を下回 る と、繊維長 が短 くな

り、本 開示 の吸収体用の不織布 シ一 卜がぺ 一パ 一 ライ クにな る （硬 くな る）



傾向があ り、そ して上記加重平均繊維長が約 5 . O m m を上回ると、 フィプ

リル化前のパル プの繊維が長 く、 フィプ リル化する際にパル プの各繊維が交

絡する場合がある。

[0020] なお、 「重さ加重平均繊維長」は、上述のカヤー ニ ファイバ一ラボ繊維長

測定器によって測定することができ、 L (w) で示される値である。

[0021 ] 本明細書 において、叩解パル プ （a ) に関するマイクロファイバ一部分は

、長さ 1 m m以下の繊維 を意味 し、そ して叩解パル プ （a ) の質量に基づい

て、マイクロファイバ一部分の割合が、好ま しくは約 1 7 〜約 6 5 質量％の

範囲、 より好ま しくは約 2 0 〜約 6 0 質量％の範囲、そ してさらに好ま しく

は約 2 3 〜約 5 5 質量％の範囲にある。マイクロファイバ一部分の割合が上

述の範囲を下回ると、本開示の吸収体用の不織布シ一 卜における繊維の交絡

、特 に叩解パル プ （a ) のマイクロファイバ一部分 と、他のマイクロフアイ

バ一部分又は他の繊維 との交絡が少な くな り、不織布シ一 卜の強度、特 に湿

潤強度が低下する傾向があ り、マイクロファィバ一部分の割合が上述の範囲

を上回るように叩解すると、本体部分の長さが短 くな り、やは り不織布シ一

卜の湿潤強度が低下する傾向がある。

[0022] なお、本明細書 において、マイクロファイバ一部分の割合は、上述のカャ

一 二 ファイバーラボ繊維長測定器によって得 られる、 「重さ加重繊維長分布

」の、 「中心線繊維長の分布」 F r (w) において、 0 . 0 0 ~ 1 . O O m

mの範囲にある繊維の比率 （質量％) を意味する。

[0023] 叩解パル プ （a ) は、約 4 0 0 〜約 6 5 0 m L の叩解度 を有することが好

ま しく、そ して約 4 0 0 〜約 6 0 0 m L の叩解度 を有することがより好ま し

し、。叩解 を進行させる （叩解度の数値 を小さ くする） ことにより、不織布シ

— 卜の湿潤強度 を上げることができるが、叩解 を進行させると、不織布シ一

卜がぺ一パ一ライクにな り、地合いが低下する傾向がある。叩解度が高いと

、繊維同士の交絡が不十分 とな り、強度、特 に湿潤強度が低下する傾向があ

る。

[0024] 叩解パル プ （a ) の重さ加重平均繊維長分布及び叩解度は、叩解 に用いる



機器の種類、処理時間等により調整することができる。

叩解パルプ （a ) の原料としては、針葉樹パルプ、広葉樹パルプ等の木材

パルプ、マニラ麻、 リンダ一パルプ、竹パルプ、ケナフ等を挙げることがで

きる。

[0025] 再生セルロース （b ) としては、特に制限されず、 ビスコースレーヨン、

銅アンモニアレーヨン等が挙げられる。本開示の吸収体用の不織布シ一 卜は

、 1種又は 2 種以上の再生セルロース （b ) を含むことができる。

再生セルロース （b ) の平均繊維長は、好ましくは約 3 〜約 1 3 m mであ

り、そしてより好ましくは約 5 〜約 1 1 m mである。上記平均繊維長が長 く

なると、不織布の地合いを保つことが難 しくなり、そして上記平均繊維長が

短 くなると、繊維同士の交絡が不十分になり、不織布の強度が低下する傾向

がある。

[0026] 再生セルロース （b ) の繊度は、好ましくは約 0 . 6 〜約 1 . 7 d t e x

であり、そしてより好ましくは約 0 . 8 〜約 1 . 4 d t e x である。上記繊

度が小さくなると、再生セルロース （b ) の生産コス トが上昇する、紡糸品

質が不安定となる等の傾向があり、上記繊度が大きくなると、繊維交絡が生

じにくくなり、強度が下がる傾向がある。

[0027] 本開示の不織布シ一 卜は、叩解パルプ （a ) 及び再生セルロース （b ) を

、それぞれ、約 2 0 〜約 4 0 質量部及び約 1 0 〜約 7 0 質量部の比率におい

て含み、そして好ましくは約 2 5 〜約 3 5 質量部及び約 1 5 〜約 6 5 質量部

の比率において含む。

叩解パルプ （a ) は、パルプ繊維の本体部分の表面からマイクロファイバ

—部分が延びているため、他の繊維との水素結合の度合いが大きく、本開示

の不織布シ一 卜に、高い乾燥強度を付与することができる。また、パルプ繊

維の本体部分の表面から延びるマイクロファイバ一部分が、他のマイクロフ

アイバ一部分又は他の繊維、例えば、再生セルロース （b ) の繊維と交絡 し

やすいので、本開示の不織布シー トに、高い湿潤強度を付与することができ

る。



[0028] また、再生セル ロース （b ) のみか ら成 る不織布では、液体を吸収すると

、再生セル ロース （b ) の繊維が膨潤 し、繊維間の空隙が小さ くな り、液透

過性が劣る傾向があるが、 フィプ リル化により、表面に凹凸を有 している叩

解パル プ （a ) を、再生セル ロース （b ) 組み合わせることにより、液体を

吸収 した場合であっても、繊維間の空隙を確保することができ、液透過性 に

優れる不織布シ一 卜を形成することができる。

[0029] なお、叩解パル プ （a ) の割合が高 くなると、乾燥強度及び湿潤強度の両

方が高 くなる傾向にあるが、不織布シ一 卜内の空隙がマイクロファイバ一部

分により埋め られ、空隙が少な くなるため、液透過性が劣る傾向にある。 ま

た、叩解パル プ （a ) の割合が低 くなると、不織布シー トの水素結合の度合

い及び交絡度が下がるため、強度が下がる傾向にある。

[0030] 本開示の不織布シ一 卜は、約 5 0 〜約 2 8 0 m g / c m 3の密度 を有 し、そ

して好ま しくは約 6 0 〜約 2 0 O m g / c m 3の密度 を有する。本開示の不織

布シ一 卜が上記範囲内の密度 を有することにより、不織布シ一 卜内の繊維間

に、吸収 した液体を拡散 させるために好適な毛管 を形成することができるた

め、上記不織布シ一 卜は、液拡散性 に優れると考 え られる。上記密度が高 く

なると、不織布シー ト内の空隙が少な くな り、毛管が形成 されに くくなるた

め液拡散性 に劣ると考 え られ、そ して上記密度が低 くなると、不織布シ一 卜

内の空隙は多 くなるが、毛管現象により、吸収 した液体を迅速に移行させに

くくなるため、液拡散性 に劣 り且つ不織布シー トの強度が弱 くなると考 え ら

れる。

[0031 ] 上記密度は、不織布シ一 卜の坪量を、その厚 さで除することにより算出す

ることができる。なお、坪量の測定方法は、後述する。

不織布シ一 卜の厚 さは、 （株）大栄科学精器製作所製 T H I C K N E S

S G A U G E U F _ 6 0 を用いて測定することができる。 U F _ 6 0 で

は、測定面の直径が 4 4 m mであ り、不織布シ一 卜に 0 . 3 k P a の圧力を

加え、その厚みを測定する。

[0032] なお、不織布シ一 卜の密度は、例えば、不織布シ一 卜が湿式スパ ン レー ス



不織布である場合には、ゥォ一タ一ジェット処理条件、乾燥条件等を変化さ

せることにより調整されうる。例えば、ゥ才一タ一ジェット処理の際の水圧

を高くすると、不織布シ一 卜の密度を高くすることができ、そしてヤンキー

ドライヤーを用いた乾燥において、 ドライヤー円筒と、片面毛布との間に圧

着状態を形成することにより、不織布シ一 卜の密度を高くすることができる

[0033] 本開示の吸収体用の不織布シー トの別の実施形態では、吸収体用の不織布

シー トが、未叩解パルプ （c ) をさらに含む。未叩解パルプ （c ) としては

、遊離状叩解又は粘状叩解されていないパルプ、すなわち、未叩解パルプが

挙げられる。

未叩解パルプ （c ) としては、針葉樹パルプ、広葉樹パルプ等の木材パル

プ、マニラ麻、 リンダ一パルプ、竹パルプ、ケナフ等を挙げることができる

。上記針葉樹パルプとしては、針葉樹晒クラフ トパルプを挙げることができ

る。未叩解パルプ （c ) は、叩解パルプ （a ) の素材と同一であってもよく

、又は異なる素材であってもよい。

[0034] 未叩解パルプ （c ) は、約 7 0 0 〜約 8 0 0 m L の叩解度を有することが

好ましい。本開示の不織布に、嵩高性及び柔軟性を付与するためである。

上記実施形態では、本開示の不織布シ一 卜が、未叩解パルプ （c ) を、不

織布シ一 卜の質量に対 して、約 5 〜約 7 0 質量％の量で含むことが好ましく

、そして約 1 0 〜約 6 0 質量％の量において含むことがより好ましい。

[0035] 不織布シー トが未叩解パルプ （c ) を上記範囲で含むことにより、不織布

シ一 卜が、高い乾燥強度と、液拡散性とを有することができる。未叩解パル

プ （c ) は、不織布シ一 卜に乾燥強度を付与することができる一方で、マイ

クロファイバ一部分をほとんど有 しないために交絡度が低 く、湿潤時の強度

にはあまり影響を与えないからである。

[0036] 吸収体用の不織布シー トが未叩解パルプ （c ) を含む実施形態では、不織

布シ一 卜が、叩解パルプ （a ) 約 2 0 〜約 4 0 質量％と、再生セルロース （

b ) 約 1 0 〜約 7 0 質量％と、未叩解パルプ （c ) 約 5 〜約 7 0 質量％とを



含むことが好ましく、そして叩解パルプ （a ) 約 2 0 〜約 4 0 質量％と、再

生セルロース （b ) 約 1 5 〜約 6 5 質量％と、未叩解パルプ （c ) 約 1 0 ~

約 6 0 質量％とを含むことが好ましい。強度、液透過性及び液拡散性の観点

からである。

[0037] 本開示の不織布シ一 卜は、約 1 5 〜約 1 0 0 g / m2の坪量を有することが

好ましく、約 2 0 〜約 9 0 g / m2の坪量を有することがより好ましく、そし

て約 3 0 〜約 8 0 g / m2の坪量を有することがさらに好ましい。上記坪量が

、約 1 5 g / m2を下回ると、上記不織布が、吸収体のコアラップとして用い

られた場合に、着用時に破れが生 じ、中の材料、例えば、高吸収性ポリマー

等が漏れ出す恐れがある。また、上記坪量が約 1 0 0 g / m2を上回ると、液

透過性が低下する傾向がある。

[0038] 上記坪量は、以下の通り、測定することができる。

1 0 O m m X 1 0 O m mのサイズの試料を 1 0 枚採取 し、各試料の質量を

測定 し、次いで、各試料の質量 （g ) を、各試料の面積 （m2) で除すること

により、各試料の坪量を算出する。計 1 0 個の試料の坪量の平均値を算出し

、当該平均値を坪量として採用する。

[0039] 本開示の不織布シ一 卜は、透液性試験における液透過時間が、好ましくは

約 1 1 0 秒以下であり、より好ましくは約 1 0 0 秒以下であり、そしてさら

に好ましくは約 9 0 秒以下である。

液透過時間が上記範囲にあることにより、吸収性物品に到達 した体液等の

液体を、迅速に吸収体の厚さ方向、すなわち、内部に透過させることができ

、液拡散性の高さと併せて、液体を迅速に吸収体内部に閉 じ込めることがで

きる。

[0040] 液透過性試験は、以下のように実施することができる。

( 1 ) 1 0 6 m m X l 0 6 m m X 3 m m (縦 X 横 X 厚さ）のサイズの液不

透過性の下板を準備 し、直径 1 m mの穴を、一辺が 1 1 m mの正方形の頂点

4 ィ固所と、当該正方形の中心 1個所の計 5 個所に設ける。なお、上記穴は、

下板の中心と、正方形の中心とが一致するように設けられている。また、上



記下板は、あ らか じめ人工尿で湿潤 されている。

( 2 ) 1 0 O m m X 1 0 O m mのサイズの試料を準備 し、上記下板の上に

、試料の中心 と、下板の中心 とが一致するように置 く。

[0041 ] ( 3 ) 外径 5 0 m m、内径 4 0 m m、厚 さ 3 m mのシ リコンゴムパ ッキン

を準備 し、当該シ リコンゴムパ ッキンを、下板の中心 と、シ リコンゴムパ ッ

キンの中心 とが一致するように、上記試料の上に置 く。

( 4 ) 上記シ リコンゴムパ ッキンの上に、人工尿を滴下するための円筒部

(内径 ：3 0 m m ) を有するおもり （総質量 ：2 k g ) を、円筒部の中心軸

線上に、下板の中心が存在するように置 く。

[0042] ( 5 ) 上記円筒部か ら、試料に人工尿 1 0 0 m L を滴下 し、滴下開始直後

か ら、試料上面の人工尿がな くなるまでの時間を計測する。 より正確 には、

試料上面において、円筒部の中心軸線 と交わる点を中心 と して、半径 1 4 m

mの範囲に人工尿が存在 しな くなった時点を、人工尿がな くなつたと判断す

る。

( 6 ) 上記実験 を 5 回繰返 し、その平均値 を、液透過時間とする。

[0043] 上記試験は、 2 0 °C で実施する。 また、上記人工尿は、イオ ン交換水 1 0

L に、尿素 2 0 0 g 、塩化ナ トリウム 8 0 g 、硫酸マグネシウム 8 g 、塩化

カルシウム 3 g 及び色素 ：青色 1 号約 1 g を溶解 させることにより調製する

ことができる。

[0044] 本開示の不織布シ一 卜は、吸水度試験 において、好ま しくは約 1 2 O m m

以上の吸液高さを有 し、 より好ま しくは約 1 2 5 m m以上の吸液高さを有 し

、そ してさらに好ま しくは約 1 3 O m m以上の吸液高さを有する。 また、本

開示の不織布シ一 卜は、吸水度試験 において、好ま しくは約 2 . 0 倍以上の

吸水倍率 を有 し、 より好ま しくは約 2 . 2 倍以上の吸水倍率 を有 し、そ して

さらに好ま しくは約 2 . 4 倍以上の吸水倍率 を有する。

吸液高さ及び吸水倍率が上記範囲にあることにより、吸収性物品に到達 し

た体液等の液体を、吸収体の平面方向に迅速に拡散 させることができ、液透

過性の高さと併せて、液体を迅速に吸収体内部 に閉 じ込めることができる。



[0045] 本明細書において、吸水度試験は、 J I S P 8 1 4 1 : 2 0 0 4 のク

レム法による吸水度試験方法に準拠 して測定することができ、その具体的な

手順は、以下の通りである。

( ) 試料を2 3 0 m m X 2 5 m m (長さ X 幅）の大きさにカットし、そ

の初期質量 （W 0) を測定する。

( 2 ) 1 7 0 m m X 9 0 m m X 4 0 m m (縦 X 横 X 深さ）の直方体の浸漬

容器に、人工尿を、高さ3 5 m mまで充填する。なお、人工尿の組成は、上

述の 「液透過性試験」において記載 したとおりである。

[0046] ( 3 ) 試料をつり下げ具に固定 し、長さ方向の端部、 3 0 m mを人工尿に

浸潰 し、 5 分間放置する。

( 4 ) 5 分後、人工尿が上昇 した高さを測定する。

( 5 ) 次いで、試料をつり下げ具から外 し、人工尿に浸潰されていた、長

さ3 O m mの部分をカットし、試料の質量 （W を測定する。

( 6 ) 以下の式に従って、吸収倍率 （X ) を算出する。

X = { (W X 3 0 0 0 ) - W / W

( 7 ) 上記実験を 5 回繰返 し、その平均値を採用する。

[0047] 本開示の不織布シ一 卜は、搬送方向の幅 2 5 m m当たりの引張強度が、乾

燥時において、好ましくは約 7 N以上であり、より好ましくは約 9 N以上で

あり、そしてさらに好ましくは約 1 2 N以上である。なお、本明細書におい

て、乾燥時における、搬送方向の幅 2 5 m m当たりの引張強度を、単に 「乾

燥強度」と称 し、単位を 「N / 2 5 m m」で表わす場合がある。

[0048] また、本開示の不織布シ一 卜は、搬送方向の幅 2 5 m m当たりの引張強度

が、湿潤時において、好ましくは約 0 . 7 N以上であり、より好ましくは約

2 . O N以上であり、そしてさらに好ましくは約 4 . O N以上である。なお

、本明細書において、湿潤時における、搬送方向の幅 2 5 m m当たりの引張

強度を、単に 「湿潤強度」と称 し、単位を 「N / 2 5 m m」で表わす場合が

ある。

[0049] 乾燥強度が上記範囲にあることは、吸収性物品の着用時、並びに吸収性物



品の製造時の観点から好ましい。また、湿潤強度が上記範囲にあることによ

り、着用時に体圧が加わった場合であっても、吸収体内部のパルプ、高吸収

性ポ リマ—等が漏れ出 しにくくなる。

[0050] 上記乾燥強度は、幅 2 5 m m X 長さ 1 5 O m mに裁断 した試料を、 2 0 °C

、相対湿度 6 5 %雰囲気の条件下で 2 4 時間放置 して乾燥状態に し、次いで

、当該乾燥状態の試料を、テンシロン型引張試験機でチャック間隔 1 O O m

m、引張速度 2 0 O m m / 分で測定 したときの破断時の引張力 （N ) を意味

する。上記乾燥強度は、例えば、イ ンス トロン社製型式 5 5 6 4 試験機を用

いて測定することができる。

[0051 ] 上記湿潤強度は、幅 2 5 m m X 長さ 1 5 0 m mに裁断 した試料を、蒸留水

に 5 分間浸潰 し、次いで金網の上で 1 分間放置 した試料を、 2 0 °C、相対湿

度 6 5 %雰囲気の条件下で、テンシロン型引張試験機でチャック間隔 1 0 0

m m、引張速度 2 0 O m m / 分で測定 したときの破断時の引張力 （N ) を意

味する。上記湿潤強度は、例えば、イ ンス トロン社製型式 5 5 6 4 試験機を

用いて測定することができる。

上記乾燥強度及び湿潤強度は、 5 回の測定の平均値を採用することができ

る。

[0052] 本開示の不織布シ一 卜は、バインダ一を含有 しな くとも、強度、液透過性

及び液拡散性に優れるが、本開示の不織布シー トの別の実施形態では、湿潤

強度等をさらに高めるために、上記不織布シー トが、バインダーを含んでも

よい。

[0053] 上記バインダーとして、例えば、カルボキシメチルセルロース、メチルセ

ル ロ一ス、 ェチル セル ロース、ベ ンジル セル ロース等 の アル キル セル ロース

、ポ リビニルアルコール、スルホン酸基又はカルボキシル基を所定量含有す

る変性ポ リビニルアルコール、ポ リアミ ドエピクロロヒ ドリン等を挙げるこ

とができる。上記バインダーは、シルクスクリーン等を用いて、繊維ウェブ

又は不織布シ一 卜に塗工することができる。上記/ ィンダ一が、水膨潤性又

は非水溶性である場合には、当該 ィンダ一を、不織布シ一 卜の繊維ウェブ



の製造の際に混抄することができる。

[0054] 本開示の不織布シー トの製法は、特に制限されず、例えば、湿式法により

、叩解パルプ （a ) と、再生セルロース （b ) と、所望による未叩解パルプ

( c ) とを含む繊維ウェブを形成 し、次いで、当該繊維ウェブにウォータ一

ジエツ卜処理を施 し、乾燥することにより形成することができる。

[0055] 本開示の吸収体用の不織布シ一 卜は、吸収体のコアラップ、吸収体内部の

拡散シ一 卜等に用いることができる。

実施例

[0056] 以下、例を挙げて本開示を説明するが、本開示はこれらの例に限定される

ものではない。

[例 1 ]

4 0 0 m m X 4 0 0 m m X 4 0 0 m m (幅 X 奥行きX 高さ）の水浴中に、

叩解パルプ （a i ) . 6 4 g と、再生セルロース （b ) としてのダイヮボ

ウレ一ヨン製のビスコースレーヨン 6 . 1 6 g とを分散させ、 8 0 メッシ

ュのメッシュシ一 卜上に繊維ウェブ 1 を形成 した。なお、叩解パルプ （a i )

は、未叩解パルプ （ん） （上述のカヤー ニ ファイバ一ラボ繊維長測定器によ

つて測定された、重さ加重平均繊維長、 L (w) が 2 . 8 1 m mであり、そ

して同 じく、マイクロファイバ一部分の比率が 1 1 . 6 質量％であり、そし

て叩解度が約 7 3 O m L であった、市販品）を、ディスクリファイナ一を用

いてフィプリル化することにより製造 した。

[0057] 叩解パルプ （a i ) において、上述のカヤー ニ ファイバ一ラボ繊維長測定器

によって測定された、重さ加重平均繊維長、 L (w) が 2 . 7 9 m mであり

、そして同 じく、マイクロファイバ一部分の比率が 2 5 . 8 質量％であり、

そして叩解度が 6 0 0 m L であった。また、上記ビスコースレーヨンは、平

均繊維長が約 7 m mであり、繊度が約 1 . 1 D t e X であった。

[0058] 繊維ウェブ 1 を、ゥェ一タ一ジエツ卜処理 （速度 ：3 O m/ 分、処理圧力

： M P a X 1 回+ 6 M P a X 3 回） し、次いでヤンキー ドライヤーで乾燥

(速度 ：1 . 5 m/ 分、温度 ：1 3 5 °C ) することにより、不織布シ一 卜1



を形成 した。不織布シー ト1 の坪量、厚さ、密度、吸液高さ、吸水倍率、及

び物性を表 1 に示す。

なお、厚さ、密度、吸液高さ、吸水倍率、及び物性は、本明細書に規定さ

れる方法に従って測定 した。また、表 1 において、M Dは、製造時の搬送方

向を意味する。

[0059] [例 2 及び 3 、並びに比較例 1 ~ 4 ]

組成を表 1 に示すように変更 した以外は、例 1 に従って、不織布シ一 卜N

o . 2 ~ 7 を形成 した。なお、表 1 中の未叩解パルプ （C l ) は、例 1 におい

て、叩解パルプ （a i ) の原料である未叩解パルプ （c と同一であり、針葉

樹晒クラフ 卜パルプN B K P である。

不織布シー トN o . 2 ~ 7 の坪量、厚さ、密度、吸液高さ、吸水倍率、乾

燥強度及び湿潤強度を表 1 に示す。

[0060]



[ 表 1]

例 1 ~ 3 の不織布シ一 卜N o . 1 ~ 3 は、液透過時間が 1 1 0 秒以下である

ことか ら 「透液性」に優れ、吸液高さが 1 2 0 m m 以上であ り且つ吸水倍率



が 2 . 0 倍以上であることから 「液拡散性」に優れ、そして乾燥強度が 7 .

0 N / 2 5 m m以上且つ湿潤強度が 0 . 7 N / 2 5 m m以上であることから

「強度」に優れることが分かる。

再生セルロース （b ) のみから成る不織布シ一 卜N o . 4 は、透液性、液拡

散性及び強度に優れるが、水素結合力が弱いので、摩擦、せん断が加わる等

により、繊維間の空隙が大きくなり、吸収体内部のパルプ、高吸収性ポリマ

—等が漏れやすく、実用性に劣る。

未叩解パルプ （c ) のみから成る不織布シ一 卜N o . 5 、並びに再生セル

ロース （b ) 及び未叩解パルプ （c ) から成る不織布シ一 卜N o . 6 は、透

液性に劣ることが分かる。

[0062] [例 4 ]

例 1 における繊維ウェブ 1 をヤンキー ドライヤーで加熱する際の毛布の接

触の度合いを変更することにより、密度の異なる不織布シ一 卜8 ~ 1 1 を製

造 した。同様に、例 2 における繊維ウェブ2 から、密度の異なる不織布シ一

卜1 2 ~ 1 5 を製造 し、そして例 3 における繊維ウェブ3 から、密度の異な

る不織布シ一 卜1 6 ~ 1 8 を製造 した。なお、不織布シ一 卜1 1， 1 5 及び

8 は、それぞれ、不織布シ一 卜1， 2 及び 3 と同一である。不織布シー ト

8 8 に関 し、上述の吸液高さを測定 した。結果を、下記表 2 に示 し、そ

して密度と吸液高さとの関係を、図 1 に示す。

[0063]



[表2]

表 2

[0064] 表 2 及び図 1 から明らかなように、不織布シー トの密度が小さくなるほど

、吸液高さが高くなる傾向があり、密度が概ね 2 8 0 m g / c m3以下であれ

ば、吸液高さが 1 2 0 m m以上となり、拡散性に優れることが分かる。

[0065] 本開示は、以下の態様に関する。

[態様 1 ]

叩解パルプ （a ) と、再生セルロース （b ) とを、それぞれ、 2 0 ~ 4 0

質量部及び 1 0 ~ 7 0 質量部の比率において含む吸収体用の不織布シ一 卜で

あって、

叩解パルプ （a ) が、フィプリル化され、 1 . 0 ~ 5 . O m mの範囲の、

重さ加重平均繊維長を有 し、そして

上記不織布シ一 卜が、 5 0 ~ 2 8 0 m g / c m3の密度を有する、

ことを特徴とする、上記不織布シ一 卜。

[0066] [ 態様 2 ]

叩解パルプ （a ) が、本体部分と、当該本体部分から延びるマイクロファ

ィバ一部分とを有 し、当該マイクロファイバ一部分の比率が、叩解パルプ （

a ) の質量に対 して、 1 7 ~ 6 5 質量％の範囲にある、態様 1 に記載の不織

布シ一 卜。



[ 態様 3 ]

叩解パルプ （a ) が、 4 0 0 ~ 6 5 0 m L の叩解度を有する、態様 1又は

2 に記載の不織布シ一 卜。

[0067] [ 態様 4 ]

未叩解パルプ （c ) を、上記不織布シー トの質量に対 して、 5 ~ 7 0 質量

%の量でさらに含む、態様 1 ~ 3 のいずれか一つに記載の不織布シー ト。

[態様 5 ]

未叩解パルプ （c ) が、 7 0 0 ~ 8 0 0 m L の叩解度を有する、態様 4 に

記載の不織布シ一 卜。

[0068] [ 態様 6 ]

叩解パルプ （a ) 2 0 ~ 4 0 質量％と、再生セルロース （b ) 0 7 0

質量％と、未叩解パルプ （c ) 5 ~ 7 0 質量％とを含む、態様 1 ~ 5 のいず

れか一つに記載の不織布シ一 卜。

[態様 7 ]

5 0 0 g / m2の坪量を有する、態様 1 ~ 6 のいずれか一つに記載の

不織布シ一 卜。

[0069] [ 態様 8 ]

透液性試験における液透過時間が、 1 1 0 秒以下である、態様 1 ~ 7 のい

ずれか一つに記載の不織布シ一 卜。

[態様 9 ]

吸水度試験において、吸液高さが 1 2 0 m m以上であり且つ吸水倍率が 2

. 0 倍以上である、態様 1 ~ 8 のいずれか一つに記載の不織布シー ト。

[0070] [ 態様 1 0 ]

搬送方向の幅 2 5 m m当たりの引張強度が、乾燥時において 7 N以上であ

り、そして湿潤時において 0 . 7 N以上である、態様 1 ~ 9 のいずれか一つ

に記載の不織布シ一 卜。

[態様 1 1 ]

液透過性の 卜ップシ一 卜と、液不透過性のバックシ一 卜と、上記液透過性



の トツプシ一 卜及び液不透過性のバ ックシ一 卜の間の吸収体 を含む吸収性物

品であ って、

上記吸収体が、態様 1 ~ 1 0 のいずれか一つに記載の不織布シ一 卜を含む

上記吸収性物品。

[ 態様 1 2 ]

上記不織布 シー トが、上記吸収体のコアラップを形成 している、態様 1 1

に記載の吸収性物品。



請求の範囲

叩解パル プ （a ) と、再生セル ロース （b ) とを、 それぞれ、 2 0

~ 4 0 質量部及び 1 0 ~ 7 0 質量部の比率 において含む吸収体用の不

織布シ一 卜であ って、

叩解パル プ （a ) が、 フィプ リル化 され、 1 . 0 ~ 5 . O m m の範

囲の、重 さ加重平均繊維長 を有 し、 そ して

前記不織布シ一 卜が、 5 0 ~ 2 8 0 m g / c m 3の密度 を有する、

ことを特徴 とする、前記不織布シ一 卜。

叩解パル プ （a ) が、本体部分 と、 当該本体部分か ら延びるマイク

ロファィバ一部分 とを有 し、 当該マイクロファィバ一部分の比率が、

叩解パル プ （a ) の質量 に対 して、 1 7 ~ 6 5 質量％の範囲にある、

請求項 1 に記載の不織布シー 卜。

叩解パル プ （a ) が、 4 0 0 ~ 6 5 0 m L の叩解度 を有する、請求

項 1 又 は 2 に記載の不織布シ一 卜。

未叩解パル プ （c ) を、前記不織布シー トの質量 に対 して、 5 ~ 7

0 質量％の量でさ らに含む、請求項 1 ~ 3 のいずれか一項 に記載の不

織布シ一 卜。

未叩解パル プ （c ) が、 7 0 0 ~ 8 0 0 m L の叩解度 を有する、請

求項 4 に記載の不織布シ一 卜。

叩解パル プ （a ) 2 0 ~ 4 0 質量％ と、再生セル ロース （b ) 0

~ 7 0 質量％ と、未叩解パル プ （c ) 5 ~ 7 0 質量％ とを含む、請求

項 1 ~ 5 のいずれか一項 に記載の不織布シ一 卜。

5 ~ 0 0 g / m 2の坪量 を有する、請求項 1 ~ 6 のいずれか一

項 に記載の不織布シ一 卜。

透液性試験 における液透過時間が、 1 1 0 秒以下である、請求項 1

~ 7 のいずれか一項 に記載の不織布シ一 卜。

吸水度試験 において、吸液高さが 1 2 0 m m以上であ り且つ吸水倍

率が 2 . 0 倍以上である、請求項 1 ~ 8 のいずれか一項 に記載の不織



布シ一 卜。

[ 請求項 10 ] 搬送方向の幅 2 5 m m 当た りの引張強度が、乾燥時において 7 N 以

上であ り、 そ して湿潤時において 0 . 7 N 以上である、請求項 1 ~ 9

のいずれか一項 に記載の不織布シ一 卜。

[ 請求項 11] 液透過性の トップシ一 卜と、液不透過性のバ ックシ一 卜と、前記液

透過性の 卜ップシ一 卜及び液不透過性のバ ックシ一 卜の間の吸収体 を

含む吸収性物品であ って、

前記吸収体が、請求項 1 ~ 1 0 のいずれか一項 に記載の不織布シ一

卜を含む、

前記吸収性物品。

[ 請求項 12 ] 前記不織布シー トが、前記吸収体のコアラップを形成 している、請

求項 1 1 に記載の吸収性物品。
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